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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ガス田若しくは油田近傍に設けられ、発電した電気を送電手段を介し消費地に送電する
ガスタービン発電設備において、
　前記ガス田で発生する天然ガス若しくは前記油田で発生する随伴ガス等の気体燃料を前
処理する気体燃料処理装置と、
　前記天然ガスの採取や精製過程で得られる液体燃料若しくは前記油田で発生する液体燃
料を前処理する液体燃料処理装置と、
　圧縮空気を生成する圧縮機、前記気体燃料処理装置で前処理された気体燃料及び前記液
体燃料処理装置で前処理された液体燃料のうちいずれか一方或いは両方と前記圧縮機から
の圧縮空気とを混合して燃焼する燃焼器、この燃焼器からの燃焼ガスによって発電機を駆
動するタービンを備えたガスタービンとを有し、
　前記燃焼器は、液体燃料を噴出する液体燃料ノズルと、内部に混合室を形成するととも
に、前記液体燃料ノズルが中心に設けられ前記液体燃料ノズルの噴出方向に向かって拡開
した中空円錐状の混合室壁と、この混合室壁に穿設され、前記混合室の少なくとも周方向
に向かって偏向した導入角度で前記圧縮機からの圧縮空気を前記混合室に導入する複数の
空気導入孔と、前記混合室壁の外周側にそれぞれ前記空気導入孔と対向するように設けら
れ、前記空気導入孔の軸心線とほぼ同軸方向に気体燃料を噴出する気体燃料ノズルとを備
え、
　前記空気導入孔における混合長さが混合室壁の肉厚分の長さである
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ことを特徴とするガスタービン発電設備。
【請求項２】
　ガス田若しくは油田近傍に設けられ、発電した電気を送電手段を介し消費地に送電する
ガスタービン発電設備において、
　前記ガス田で発生する天然ガス若しくは前記油田で発生する随伴ガス等の気体燃料を前
処理する気体燃料処理装置と、
　前記天然ガスの採取や精製過程で得られる液体燃料若しくは前記油田で発生する液体燃
料を前処理する液体燃料処理装置と、
　圧縮空気を生成する圧縮機、前記気体燃料処理装置で前処理された気体燃料及び前記液
体燃料処理装置で前処理された液体燃料のうちいずれか一方或いは両方と前記圧縮機から
の圧縮空気とを混合して燃焼する燃焼器、この燃焼器からの燃焼ガスによって発電機を駆
動するタービンを備えたガスタービンとを有し、
　前記燃焼器は、パイロットバーナと、このパイロットバーナの外周側に設けられたメイ
ンバーナとを有し、
　前記パイロットバーナ及び前記メインバーナはそれぞれ、液体燃料を噴出する液体燃料
ノズルと、内部に混合室を形成するとともに、前記液体燃料ノズルが中心に設けられ前記
液体燃料ノズルの噴出方向に向かって拡開した中空円錐状の混合室壁と、この混合室壁に
穿設され、前記混合室の少なくとも周方向に向かって偏向した導入角度で前記圧縮機から
の圧縮空気を前記混合室に導入する複数の空気導入孔と、前記混合室壁の外周側にそれぞ
れ前記空気導入孔と対向するように設けられ、前記空気導入孔の軸心線とほぼ同軸方向に
気体燃料を噴出する気体燃料ノズルとを備え、
　前記空気導入孔における混合長さが混合室壁の肉厚分の長さである
ことを特徴とするガスタービン発電設備。
【請求項３】
　請求項１又は２記載のガスタービン発電設備において、前記気体燃料処理装置で前処理
された気体燃料の生成量を検出する気体燃料生成量検出器と、前記液体燃料処理装置で前
処理された液体燃料の生成量を検出する液体燃料生成量検出器と、前記タービンの排気ガ
スの温度を検出する排気ガス温度検出器と、前記発電機の発電出力を検出する発電出力検
出器と、これらの検出結果に応じて前記燃焼器への気体燃料及び液体燃料の供給をそれぞ
れ制御する燃料供給制御手段とを有することを特徴とするガスタービン発電設備。
【請求項４】
　請求項３記載のガスタービン発電設備において、前記燃料供給制御手段は、前記排気ガ
ス温度検出器で検出した排気ガス温度が所定の上限値を越えないように、前記燃焼器への
気体燃料及び液体燃料の供給量をそれぞれ制御することを特徴とするガスタービン発電設
備。
【請求項５】
　請求項４記載のガスタービン発電設備において、前記燃料供給制御手段は、前記発電出
力検出器で検出した発電出力が所定の中間出力となるまでは、気体燃料のみを前記燃焼器
に供給するように制御し、前記発電出力検出器で検出した発電出力が所定の中間出力を超
えると、気体燃料及び液体燃料を両方とも前記燃焼器に供給するように制御することを特
徴とするガスタービン発電設備。
【請求項６】
　請求項４又は５記載のガスタービン発電設備において、前記燃料供給制御手段は、前記
気体燃料生成量検出器で検出した気体燃料の生成量のうち最大限を前記燃焼器に供給する
ように制御し、この気体燃料の供給量の不足分を補うように前記燃焼器への液体燃料の供
給量を制御することを特徴とするガスタービン発電設備。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ガスタービン発電設備に係わり、特に、ガス田若しくは油田近傍に設けられ
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、発電した電気を送電手段を介し消費地に送電するガスタービン発電設備に関する。
【背景技術】
【０００２】
　世界規模での環境汚染に対して、各種エンジンに対する排気ガスの規制が進められてい
る。このような状況の中で、環境への影響が少ない燃料として天然ガスが採用されつつあ
る。ガス田で採掘された天然ガスを消費地に送る方法としては、例えば、ガス田近傍のガ
ス液化設備を用いて天然ガスを液化し、この液化天然ガスを陸上輸送または海上輸送する
か、若しくは天然ガスをそのままパイプラインで輸送する方法が知られている。パイプラ
インには、天然ガスが流れるにつれて生じる圧力損失をポンプにより昇圧するためのブー
スターステーションが数箇所設置されており、ブースターステーションの間隔は例えば数
１０ｋｍ～数１００ｋｍである。なお、一般的なガスタービン発電設備の構成としては、
例えば、特開２００３－１６６４２８号公報や特開２００２－３２７６２９号公報に記載
のものが知られている。
【０００３】
【特許文献１】特開２００３－１６６４２８号公報
【特許文献２】特開２００２－３２７６２９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記従来技術には以下のような課題が存在する。
  すなわち、上記においては、ガス液化設備やパイプライン等に膨大な初期投資が必要で
あるばかりか、中小規模のガス田や採掘が進み老朽化したガス田などでは採掘量が比較的
少なく、採掘量に対する燃料輸送手段のコスト負担が大きくなり、利益の確保が困難であ
った。そこで従来は、中小規模ガス田や老朽ガス田からの天然ガス（気体燃料）は消費地
に送られず、有効に利用されない場合が考えられた。また、天然ガスの採取時に得られる
随伴油や天然ガスの精製過程などで発生するコンデンセート（常温・常圧で液体の炭化水
素）等の液体燃料においても、前述同様の燃料輸送コストの負担によって利益確保が困難
となり、有効に利用されない場合が考えられた。また、中小規模油田や老朽油田などにお
いても、前述同様の燃料輸送コストの負担によって利益確保が困難となり、原油（液体燃
料）及びその採掘時に得られる随伴ガス等の気体燃料が有効に利用されない場合が考えら
れた。
【０００５】
　本発明の目的は，中小規模ガス田や老朽ガス田における天然ガス及びその採取や精製過
程で発生する液体燃料、中小規模油田及び老朽油田における液体燃料及び随伴ガス等の気
体燃料を有効利用することができるガスタービン発電設備を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　（１）上記目的を達成するために、本発明は、ガス田若しくは油田近傍に設けられ、発
電した電気を送電手段を介し消費地に送電するガスタービン発電設備において、前記ガス
田で発生する天然ガス若しくは前記油田で発生する随伴ガス等の気体燃料を前処理する気
体燃料処理装置と、前記天然ガスの採取や精製過程で得られる液体燃料若しくは前記油田
で発生する液体燃料を前処理する液体燃料処理装置と、圧縮空気を生成する圧縮機、前記
気体燃料処理装置で前処理された気体燃料及び前記液体燃料処理装置で前処理された液体
燃料のうちいずれか一方或いは両方と前記圧縮機からの圧縮空気とを混合して燃焼する燃
焼器、この燃焼器からの燃焼ガスによって発電機を駆動するタービンを備えたガスタービ
ンとを有し、前記燃焼器は、液体燃料を噴出する液体燃料ノズルと、内部に混合室を形成
するとともに、前記液体燃料ノズルが中心に設けられ前記液体燃料ノズルの噴出方向に向
かって拡開した中空円錐状の混合室壁と、この混合室壁に穿設され、前記混合室の少なく
とも周方向に向かって偏向した導入角度で前記圧縮機からの圧縮空気を前記混合室に導入
する複数の空気導入孔と、前記混合室壁の外周側にそれぞれ前記空気導入孔と対向するよ
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うに設けられ、前記空気導入孔の軸心線とほぼ同軸方向に気体燃料を噴出する気体燃料ノ
ズルとを備え、前記空気導入孔における混合長さが混合室壁の肉厚分の長さである。
【０００７】
　本発明のガスタービン発電設備においては、例えば中小規模ガス田や老朽ガス田、若し
くは中小規模油田や老朽油田の近傍に設け、前述した気体燃料及び液体燃料を気体燃料処
理装置及び液体燃料処理装置でそれぞれ前処理し、これら前処理した気体燃料及び液体燃
料のうちいずれか一方或いは両方を用いてガスタービンで発電し、この発電した電力を送
電手段を介し消費地に送電する。これにより、気体燃料を輸送するためのパイプライン、
気体燃料を液化して輸送するための液化設備及び輸送設備等を設けないのでコスト負担を
低減し、これによって従来放置されていた気体燃料及び液体燃料を有効に利用することが
できる。したがって、中小規模ガス田や老朽ガス田における天然ガス及びその採取や精製
過程で発生する液体燃料、中小規模油田及び老朽油田における液体燃料及び随伴ガス等の
気体燃料を有効利用することができる。
【０００８】
　（２）上記目的を達成するために、本発明は、ガス田若しくは油田近傍に設けられ、発
電した電気を送電手段を介し消費地に送電するガスタービン発電設備において、前記ガス
田で発生する天然ガス若しくは前記油田で発生する随伴ガス等の気体燃料を前処理する気
体燃料処理装置と、前記天然ガスの採取や精製過程で得られる液体燃料若しくは前記油田
で発生する液体燃料を前処理する液体燃料処理装置と、圧縮空気を生成する圧縮機、前記
気体燃料処理装置で前処理された気体燃料及び前記液体燃料処理装置で前処理された液体
燃料のうちいずれか一方或いは両方と前記圧縮機からの圧縮空気とを混合して燃焼する燃
焼器、この燃焼器からの燃焼ガスによって発電機を駆動するタービンを備えたガスタービ
ンとを有し、前記燃焼器は、パイロットバーナと、このパイロットバーナの外周側に設け
られたメインバーナとを有し、前記パイロットバーナ及び前記メインバーナはそれぞれ、
液体燃料を噴出する液体燃料ノズルと、内部に混合室を形成するとともに、前記液体燃料
ノズルが中心に設けられ前記液体燃料ノズルの噴出方向に向かって拡開した中空円錐状の
混合室壁と、この混合室壁に穿設され、前記混合室の少なくとも周方向に向かって偏向し
た導入角度で前記圧縮機からの圧縮空気を前記混合室に導入する複数の空気導入孔と、前
記混合室壁の外周側にそれぞれ前記空気導入孔と対向するように設けられ、前記空気導入
孔の軸心線とほぼ同軸方向に気体燃料を噴出する気体燃料ノズルとを備え、前記空気導入
孔における混合長さが混合室壁の肉厚分の長さである。
【０００９】
　（３）上記（１）又は（２）において、好ましくは、前記気体燃料処理装置で前処理さ
れた気体燃料の生成量を検出する気体燃料生成量検出器と、前記液体燃料処理装置で前処
理された液体燃料の生成量を検出する液体燃料生成量検出器と、前記タービンの排気ガス
の温度を検出する排気ガス温度検出器と、前記発電機の発電出力を検出する発電出力検出
器と、これらの検出結果に応じて前記燃焼器への気体燃料及び液体燃料の供給をそれぞれ
制御する燃料供給制御手段とを有する。
【００１０】
　（４）上記（３）において、好ましくは、前記燃料供給制御手段は、前記排気ガス温度
検出器で検出した排気ガス温度が所定の上限値を越えないように、前記燃焼器への気体燃
料及び液体燃料の供給量をそれぞれ制御する。
【００１１】
　（５）上記（４）において、好ましくは、前記燃料供給制御手段は、前記発電出力検出
器で検出した発電出力が所定の中間出力となるまでは、気体燃料のみを前記燃焼器に供給
するように制御し、前記発電出力検出器で検出した発電出力が所定の中間出力を超えると
、気体燃料及び液体燃料を両方とも前記燃焼器に供給するように制御する。
【００１２】
　（６）上記（４）又は（５）において、好ましくは、前記燃料供給制御手段は、前記気
体燃料生成量検出器で検出した気体燃料の生成量のうち最大限を前記燃焼器に供給するよ
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うに制御し、この気体燃料の供給量の不足分を補うように前記燃焼器への液体燃料の供給
量を制御する。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、中小規模ガス田や老朽ガス田における天然ガス及びその採取や精製過
程で発生する液体燃料、中小規模油田及び老朽油田における液体燃料及び随伴ガス等の気
体燃料を有効利用することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　以下、本発明の実施形態を、図面を参照しつつ説明する。
【００１６】
　本発明の第１実施形態を図１～図５により説明する。
  図１は、本実施形態によるガスタービン発電設備の全体構成を表す概略図である。なお
、本実施形態では、ガス田で採掘される天然ガス（気体燃料）と、天然ガスの採取や精製
過程で得られる液体燃料を用いる場合を例にとって説明する。
【００１７】
　この図１において、ガスタービン発電設備はガス田１近傍に設けられており、天然ガス
の採掘時に得られる随伴油などの液体燃料を天然ガスと分離する燃料分離装置２と、この
燃料分離装置２で分離された天然ガス（気体燃料）を燃焼するために前処理する気体燃料
処理装置３と、この気体燃料処理装置３で前処理された気体燃料を燃焼器４（詳細は後述
）に供給する気体燃料供給装置５と、天然ガスの精製過程で得られる例えばコンデンセー
トや燃料分離装置２で分離された随伴油などの液体燃料を燃焼するために前処理する液体
燃料処理装置６と、この液体燃料処理装置６で前処理された液体燃料を貯蔵する液体燃料
貯蔵装置７と、この液体燃料貯蔵装置７からの液体燃料を燃焼器４に供給する液体燃料供
給装置８と、気体燃料供給装置５及び液体燃料供給装置８から供給された気体燃料及び液
体燃料（または、気体燃料及び液体燃料のうちいずれか一方としてもよい）を用いて駆動
するガスタービン９と、このガスタービン９の駆動によって発電する発電機１０と、この
発電機１０で発電した電力を消費地１１に送電する送電システム（送電手段）１２とを備
えている。なお、消費地１１は、需要があればガス田設備内としてもよい。
【００１８】
　ガスタービン９は、圧縮空気を生成する圧縮機１３と、気体燃料供給装置５及び液体燃
料供給装置８から供給された気体燃料及び液体燃料（または、気体燃料及び液体燃料のう
ちいずれか一方）と圧縮機１３からの圧縮空気とを混合して燃焼する上記燃焼器４と、こ
の燃焼器４からの燃焼ガスによって駆動するタービン１４とを備えている。タービン１４
には圧縮機１３及び発電機１０が同軸接続されており、タービン１４の駆動に伴って圧縮
機１３及び発電機１０が駆動し、発電機１０が発電するようになっている。
【００１９】
　図２は、上記燃焼器４の要部構造を表す側断面図であり、図３は、後述するバーナの詳
細構造を表す側断面図であり、図４は、図３中断面IV－IVによる断面図であり、図５は、
図３中断面Ｖ－Ｖによる断面図である。
【００２０】
　これら図２～図５において、燃焼器４は、圧縮機１３の周囲にほぼ等間隔で複数設けら
れており、燃焼器４のケーシングは、略円筒形状の外筒１５及び内筒１６と、外筒１５の
一方側（図２中左側）端部に設けたエンドカバー１７とで構成されている。内筒１６は間
隙を介し外筒１５の内側に配設されており、その間隙部分が圧縮機１３からの圧縮空気流
路１８を形成し、内筒１６の内部空間が圧縮空気及び燃料を燃焼する燃焼室１９を形成し
ている。
【００２１】
　内筒１６の上流側（図２中左側）には、燃料を噴出するとともに、この燃料と圧縮空気
流路１８からの圧縮空気（図２中矢印Ａで図示）を混合するバーナ２０が設けられており
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、このバーナ２０からの混合ガスが内筒１６内の燃焼室１９に導入されるようになってい
る。内筒内１６の燃焼室１９には、混合ガスを点火する点火栓２１が設けられており、こ
れによって混合ガスを燃焼して燃焼ガスを生成し、この燃焼ガスがトランジションピース
２２を介しタービン１４に供給されるようになっている（図２中矢印Ｂで図示）。
【００２２】
　バーナ２０は、液体燃料を噴射する液体燃料ノズル２３と、内部に混合室２４を形成す
るとともに、液体燃料ノズル２３が中心（円錐の頂点部分）に設けられ燃焼室１９側（図
２及び図３中右側）に向かって拡開した中空円錐状の混合室壁２５とを備えており、液体
燃料ノズル２３は、混合室壁２５の軸心線Ｌ１とほぼ同軸方向で噴射するようになってい
る。また、混合室壁２５には、その周方向複数箇所（本実施形態では６箇所）及び軸心線
Ｌ１方向に複数段（本実施形態では３段）となるように、圧縮空気流路１８からの圧縮空
気を混合室２４内に導入する空気導入孔２６，２７，２８が穿設されており、上流側（図
３中左側）から空気導入孔２６，２７，２８の順で配置されている。また、混合室壁２５
の外周側には、それぞれ空気導入孔２６，２７，２８と対向するように複数の気体燃料ノ
ズル２９が設けられ、これら気体燃料ノズル２９は、それぞれ空気導入孔２６，２７，２
８の軸心線Ｌ２，Ｌ３，Ｌ４とほぼ同軸方向に気体燃料を噴出するようになっている。な
お、液体燃料ノズル２３は、上記液体燃料供給装置８から液体燃料が供給されるようにな
っており、複数の気体燃料ノズル２９は、上記気体燃料供給装置５から気体燃料が供給さ
れるようになっている。
【００２３】
　混合室壁２５の空気導入孔２６，２７，２８は、圧縮空気の導入角度が混合室壁２５の
少なくとも周方向に向かって偏向するように設けられている。また、図４及び図５に示す
Ｘは、それぞれ空気導入孔２６，２８の軸心線Ｌ２，Ｌ４と混合室壁２５の軸心線Ｌ１と
のオフセット距離（すなわち、軸心線Ｌ２，Ｌ４と軸心線Ｌ１との間を双方に垂直となる
ように結んだ線分の長さ）であり、図４及び図５に示すＤは、それぞれ空気導入孔２６，
２８が穿設された位置における混合室壁２５の内径である。そして、混合室壁２５の空気
導入孔２６，２７，２８は、下流側（図３中右側）に向かうにしたがってＸ／Ｄが大きく
なるように設けられている。これにより、上流側段の空気導入孔２６ではＸ／Ｄが小さい
ため、図４中矢印Ａ１に示すように、圧縮空気が混合室壁２５の軸心線Ｌ１近傍（すなわ
ち液体燃料ノズル２３の噴出位置近傍）に向かって流入する。一方、下流側段の空気導入
孔２８ではＸ／Ｄが大きいため、図５中矢印Ａ２に示すように、圧縮空気が混合室壁２５
の内周面２５ａに沿って流入するようになっている。
【００２４】
　また、空気導入孔２６，２７，２８は、軸方向角度についても軸心線Ｌ１方向位置に応
じて変化をつけている。すなわち、図３に示すように、上流側段の空気導入孔２６では、
その軸心線Ｌ２と混合室壁２５の内周面２５ａとの角度α１を比較的大きくし（例えば、
空気導入孔２６の軸心線Ｌ２を含む平面が軸心線Ｌ１と略垂直に交わるような角度とし）
、中・下流側段の空気導入孔２７，２８では、それら軸心線Ｌ３，Ｌ４と混合室壁２５の
内周面２５ａとの角度α２を比較的小さくしている（例えば９０°程度とする）。これに
より、上流側段の空気導入孔２６では、圧縮空気が混合室壁２５の軸心線Ｌ１方向に対し
（すなわち液体燃料ノズル２３から噴出された液体燃料に対し）略直角に流入するように
なっている。
【００２５】
　次に、本実施形態の作用効果を説明する。
  本実施形態によるガスタービン発電設備は、例えば中小規模ガス田や老朽ガス田の近傍
に設け、燃料分離装置２により天然ガスの採掘時に得られる随伴油などの液体燃料を天然
ガス（気体燃料）と分離し、分離された気体燃料を気体燃料処理装置３で前処理し、天然
ガスの精製過程で得られる例えばコンデンセートや燃料分離装置２で分離された随伴油な
どの液体燃料を液体燃料処理装置６で前処理し、これら前処理した気体燃料及び液体燃料
（または、気体燃料及び液体燃料のうちいずれか一方）を用いてガスタービン９で発電し
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、この発電した電力を送電システム１２を介し消費地１１に送電する。これにより、気体
燃料を輸送するためのパイプライン、気体燃料を液化して輸送するための液化設備及び輸
送設備等を設けないのでコスト負担を低減し、これによって従来放置されていた気体燃料
及び液体燃料を有効に利用することができる。したがって、中小規模ガス田や老朽ガス田
における天然ガス及びその採取や精製過程で発生する液体燃料を有効利用することができ
る。
【００２６】
　また、液体燃料にはバナジウム等の高温腐食を引き起こす重金属が含まれている場合が
多く、高温腐食を抑制するため燃焼器４における燃料供給量（言い換えれば、総発熱量）
に対する重金属の含有率が定められている。そのため、重金属の含有率が規定値を越える
ような場合は、液体燃料から重金属を除去しなければならず、コスト高となる可能性があ
る。しかしながら、本実施形態による燃焼器４は、気体燃料及び液体燃料を両方とも燃焼
することが可能であり、液体燃料の燃焼比率を下げて総発熱量に対する重金属の含有率を
規定値以下とすることができる。これにより、液体燃料の重金属を除去する必要がなくな
り、そのコスト負担を削減することができる。また、気体燃料用の燃焼器、液体燃料用の
燃焼をそれぞれ用意する必要がなく、設備コストの低減も図ることができる。
【００２７】
　また、本実施形態による燃焼器４においては、次のような効果も得ることができる。
【００２８】
　（１）火炎の逆火防止
  本実施形態による燃焼器４は、圧縮機１３からの圧縮空気と気体燃料ノズル２９から噴
出された気体燃料とを混合して混合室２４に導入する空気導入孔２６，２７，２８を混合
室壁２５に穿設する。これにより、空気導入孔２６，２７，２８における混合長さは混合
室壁２５の肉厚分しかない。したがって、空気導入孔２６，２７，２８内では、圧縮空気
と気体燃料とが充分には混合されず、混合ガスの自発発火や火炎の逆火を防止することが
できる。また、圧縮空気に可燃性の塵埃等が含まれる場合であっても、塵埃等は空気導入
孔２６，２７，２８内に留まらずに直ちに混合室２４内に噴出されるので、逆火した火炎
が保持されるといった事態も防止できる。
【００２９】
　（２）ＮＯｘ発生量の低減
  本実施形態による燃焼器４は、複数の気体燃料ノズル２９をそれぞれ空気導入孔２６，
２７，２８と対向するように混合室壁２５の外周側に配置し、気体燃料を空気導入孔２６
，２７，２８の上流側から軸心線Ｌ２，Ｌ３，Ｌ４とほぼ同軸方向に噴出する。これによ
り、空気導入孔２６，２７，２８内で圧縮空気及び気体燃料は粗く混合され（以降、この
状態を粗混合ガスと称す）、空気導入孔２６，２７，２８から混合室２４内に噴出し、そ
の噴出の際に発生する渦流によって混合が促進される（以下、この状態を１次混合ガスと
称す）。また、空気導入孔２６，２７，２８は、混合室壁２５の下流側に向かうにしたが
ってＸ／Ｄが大きくなるように設ける。これにより、上流側段の空気導入孔２６から導入
された１次混合ガス同士は互いに衝突し合い、混合がより促進される。一方、中・下流側
段の空気導入孔２７，２８から導入された１次混合ガスは、混合室壁２５の内周面２５ａ
に沿うように流入して旋回流が発生し、この旋回流により空気導入孔２７，２８からの１
次混合ガス同士の混合が大幅に促進される。
【００３０】
　また、液体燃料用ノズル２３から噴出された液体燃料は、上流側段の空気導入孔２６か
らの１次混合ガスによるせん断力によって微粒化し、その一部は蒸発して気体化し、混合
室２４内の上記旋回流によって流されつつ１次混合ガスとの混合が促進される。このよう
にして、液体燃料、気体燃料、及び燃焼用空気が混合室２４内にて充分に混合して均質な
予混合ガス（液体燃料、気体燃料、及び圧縮空気が混合された状態）を生成することがで
き、燃焼時におけるＮＯｘの発生量を低減することができる。
【００３１】
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　（３）コーキング防止
  上流側段の空気導入孔２６では、Ｘ／Ｄが小さいことから１次混合ガスが混合室壁５の
軸心線Ｌ１付近に向かって流入する。そのため、中心領域にのみ強い旋回力が作用し、内
周面２５ａ近傍では旋回流が減衰して旋回力が比較的小さくなる。これにより、液体燃料
ノズル２３から噴出された液体燃料の液滴が旋回流の旋回作用によって混合室壁２５の内
周面２５ａに衝突するのを防止することができる。また、１次混合ガスが周方向全域から
液体燃料ノズル２３の燃料噴出位置近傍に向かって流入するため、液体燃料の液滴が停滞
する淀み域の発生を抑制することができる。また、混合室壁２５の内周面２５ａに衝突し
ようとした液滴を周方向全域に設けた空気導入孔２６，２７，２８からの１次混合ガスに
より吹き飛ばすこともできる。したがって、コーキングの発生を防止することができる。
【００３２】
　（４）燃焼安定性の向上
  空気導入孔２６，２７，２８は、混合室壁２５の下流側に向かうにしたがってＸ／Ｄが
大きくなる。これにより、混合室２４の出口領域では強い旋回流を生じさせながら予混合
ガスが燃焼室１９に流入する。このとき、混合室２４の出口領域では軸心位置近傍に再循
環領域が形成されるため、燃焼室１９における燃焼安定性を向上することができる。
【００３３】
　（５）燃焼振動の発生の抑制
  燃焼器４内の圧力（すなわち混合室２４及び燃焼室１９内の圧力）が周期的に変化する
燃焼振動が発生する場合がある。この燃焼振動にはいくつかの振動モードが存在し、燃焼
状態によって特定の振動モードが励起されると燃焼振動の圧力振幅が増大する。燃焼振動
の圧力振幅が大きくなると、燃焼器４を構成する部品の摺動面が磨耗するため、燃焼振動
の発生を防止することは重要である。本実施形態のようなガスタービン９の場合、燃焼器
４の両端（すなわち第１段静翼スロート部３０と燃焼器４の入口部）を境界条件とする振
動モードが発生する可能性があり、この場合、圧力波は第１段静翼スロート部３０ともう
一方の反射端となる燃焼器４の入口部との間で反射が繰り返されて、定常波が形成されて
圧力振幅が大きくなる恐れがある。
【００３４】
　本実施形態においては、反射端となる燃焼器４の入口部に反射率の小さい中空円錐形状
の混合壁２５を設置しているため、圧力波が混合壁２５に進行しても圧力波にダンピング
作用を及ぼして燃焼振動の発生を抑制することができる。
【００３５】
　本発明の第２実施形態を図６～図９により説明する。本実施形態は、上記燃焼器４への
気体燃料及び液体燃料の供給量を制御する実施形態である。
【００３６】
　図６は、本実施形態によるガスタービン発電設備の全体構成を表す概略図である。この
図６において、上記第１の実施形態と同等の部分には同一の符号を付し、適宜説明を省略
する。
【００３７】
　本実施形態では、上記気体燃料処理装置３で前処理された気体燃料の生成量を検出する
気体燃料生成量検出器３１と、上記液体燃料処理装置６で前処理された液体燃料の生成量
を検出する液体燃料生成量検出器３２と、上記タービン１４の排気ガス温度を検出する排
気ガス温度検出器３３と、上記発電機１０の発電出力を検出する発電出力検出器３４と、
これら検出器３１～３４の検出結果に応じて燃焼器４への気体燃料及び液体燃料の供給量
をそれぞれ制御する燃料供給制御装置（燃料供給制御手段）３５とを有する。
【００３８】
　燃料供給制御装置３５は、検出器３１～３４からの検出信号が入力されて所定の演算処
理を行い、生成した制御信号を上記気体燃料供給装置５及び上記液体燃料供給装置８にそ
れぞれ出力し、これによって気体燃料供給装置５による燃焼器４への気体燃料供給量及び
液体燃料供給装置８による燃焼器４への液体燃料供給量をそれぞれ制御するようになって
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いる。そして、ガスタービン９の健全性を確保する目的で、燃料供給制御装置３５は、排
気ガス温度検出器３３で検出した排気ガス温度が予め設定記憶された所定の上限温度を越
えないように、圧縮空気流量に対する気体燃料及び液体燃料の供給量を制御している。ま
た、排気ガス温度が所定の上限温度を越えない範囲で、上記発電機の発電出力を調整する
ように、気体燃料及び液体燃料の供給量を制御している。なお、燃料供給制御装置３５は
、気体燃料及び液体燃料の供給量をともに変動させて制御することも可能であるが、制御
の煩雑さを避けるために気体燃料及び液体燃料のうち一方を変動させて制御することが好
ましい。次に、燃料供給制御装置３５による燃料供給制御の詳細を説明する。
【００３９】
　図７は、ガスタービン９の定格負荷運転における気体燃料及び液体燃料の供給比率と供
給熱量との関係を表す特性図である。
【００４０】
　この図７において、横軸は気体燃料及び液体燃料の供給比率をとって表し、縦軸は気体
燃料の供給熱量（図中斜線下側）及び液体燃料の供給熱量（図中斜線上側）をとって表し
ている。気体燃料は、横軸の右方向に向かって供給比率が０％～１００％まで増加し、こ
の供給比率の増加に従って供給熱量が単調増加している。液体燃料は、横軸の左方向に向
かって供給比率が０％～１００％まで増加し、この供給比率の増加に従って供給熱量が単
調増加している。そして、横軸の各点において、気体燃料及び液体燃料の供給比率の合計
が１００％となり、気体燃料及び液体燃料の供給熱量の合計である総供給熱量が、ガスタ
ービン９の定格負荷運転に必要な所定値ＱＴとなっている。そして、燃料供給制御装置３
５は、排気ガス温度が所定の上限温度を越えない範囲で、気体燃料の供給比率１００％か
ら液体燃料の供給比率１００％まで切り換えることが可能であり、また任意の供給比率と
することが可能としている。例えば図７中横軸Ｃ点で示す気体燃料及び液体燃料の供給比
率とする場合、気体燃料及び液体燃料の供給熱量はＱＶ，ＱＬとなる。次に、ガスタービ
ン９の起動から定格負荷運転までの燃料供給制御装置３５による燃料供給制御の一例を図
８により説明する。
【００４１】
　この図８において、横軸はガスタービン９の負荷をとって表し、縦軸は気体燃料及び液
体燃料の供給熱量をとって表しており、ガスタービン９の負荷に応じて、気体燃料及び液
体燃料の総供給熱量が単調増加するようになっている。そして、燃料供給制御装置３５は
、ガスタービン９の負荷（例えば発電出力検出器３４で検出した発電出力より換算した負
荷）が所定の中間負荷となるまでは、気体燃料のみを供給し、負荷に応じて気体燃料の供
給熱量を単調増加させ、ガスタービン９の負荷が所定の中間負荷を超えると、負荷に応じ
て気体燃料の供給熱量を減少させつつ、液体燃料の供給熱量を単調増加させるようになっ
ている。そして、ガスタービン９が定格負荷運転になると、気体燃料及び液体燃料の供給
熱量は例えばＱＶ，ＱＬ（前述の図７参照）となる。
【００４２】
　ここで、中小規模ガス田及び老朽ガス田においては、採掘量が比較的少なく、気体燃料
処理装置３及び液体燃料処理装置６で前処理された気体燃料及び液体燃料の生成量が変化
する場合がある。このような場合の燃料供給制御装置３５による燃料供給制御の一例を図
９により説明する。図９は、ガスタービン９の定格負荷運転における気体燃料及び液体燃
料の供給熱量の経時変化を表す特性図である。
【００４３】
　この図９においては、横軸は時間をとって表し、縦軸は気体燃料及び液体燃料の供給熱
量をとって表している。そして、燃料供給制御装置３５は、気体燃料生成量検出器３１で
検出した気体燃料の生成量のうち最大限を燃焼器４に供給するように制御し、その結果、
気体燃料の供給熱量が時間的に変化することがある。このとき、ガスタービン９の定格負
荷運転に必要な総供給熱量ＱＴに対し気体燃料の供給熱量が少ないときは、その不足分を
補うように液体燃料の供給熱量を制御する（但し、排気ガス温度が所定の上限温度を越え
ない範囲で制御する）。これにより、中小規模ガス田及び老朽ガス田において気体燃料及
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び液体燃料の生成量が変化する場合にも対応することができ、消費地１１に安定した電力
供給を行うことが可能である。また、気体燃料及び液体燃料の生成量が一時的に減少し不
足する場合も、液体燃料貯蔵装置７に貯蔵された液体燃料を使用し液体燃料の供給熱量を
増加させて対応することができ、安定した電力供給を行うことが可能である。
【００４４】
　以上のように構成された本実施形態においても、上記第１の実施形態同様、中小規模ガ
ス田や老朽ガス田における天然ガス及びその採取や精製過程で発生する液体燃料を有効利
用することができる。
【００４５】
　なお、上記第２の実施形態においては、燃料供給制御装置３５は、検出器３１～３４か
らの検出信号が入力されて所定の演算処理が行われる構成を例にとって説明したが、これ
に限られない。すなわち、例えば上記液体燃料貯蔵装置７における液体燃料の貯蔵量を検
出する液体燃料貯蔵量検出器などを設け、この検出器からの検出信号が燃料制御装置３５
に入力されて所定の演算処理が行われるようにしてもよい。この場合も、上記同様の効果
を得ることができる。
【００４６】
　また、上記実施形態においては、燃焼器４は、１つのバーナ２０を備えた構成を例にと
って説明したが、これに限られず、複数のバーナを備えた構成としてもよい。このような
変形例を図１０及び図１１により説明する。
【００４７】
　図１０は、本変形例における燃焼器の要部構造を表す側断面図であり、図１１は、図１
０中断面XI－XIによる断面図である。これら図１０及び図１１において、上記実施形態と
同等の部分には同一の符号を付し、適宜説明を省略する。
【００４８】
　本変形例による燃焼器３６は、パイロットバーナ３７と、このパイロットバーナ３７の
外周側に設けられた複数のメインバーナ３８Ａ～３８Ｆとを備えており、これらバーナ３
７，３８Ａ～３８Ｆからの混合ガスが内筒１６内の燃焼室１９に導入されるようになって
いる。また、パイロットバーナ３７の出口部とメインバーナ３８Ａ～３８Ｆの出口部との
間にはプレート３９が設けられ、火炎の保炎を補助するようになっている。バーナ３７，
３８Ａ～３８Ｆは、大きさに違いはあるものの上記実施形態の上記バーナ２０同様の構成
であり、パイロットバーナ３７の液体燃料ノズル２３には第１液体燃料供給装置４０から
液体燃料が供給され、パイロットバーナ３７の気体燃料ノズル２９には第１気体燃料供給
装置４１から気体燃料が供給され、メインバーナ３８Ａ～３８Ｆの液体燃料ノズル２３に
は第２液体燃料供給装置４２から液体燃料が供給され、メインバーナ３８Ａ～３８Ｆの気
体燃料ノズル２９には第２気体燃料供給装置４３から気体燃料が供給されるようになって
いる。
【００４９】
　そして、ガスタービン９の起動・昇速時には、パイロットバーナ３７のみに、圧縮空気
流量に対する燃料供給量の比率（いわゆる燃空比）を比較的高く設定して燃料を供給し、
拡散燃焼に近い状態で安定燃焼を行う。また、ガスタービン９の低負荷・定格負荷運転時
には、パイロットバーナ３７及びメインバーナ３８Ａ～３８Ｆに、燃空比を比較的低く設
定して燃料を供給し、燃料と空気の混合を促進させてＮＯx発生量の低減を図ることがで
きる。なお、パイロットバーナ３７とメインバーナ３８Ａ～３８Ｆにおける気体燃料と液
体燃料の供給比率はそれぞれ別々としてもよいし、同じとしてもよい。また例えば、パイ
ロットバーナ３７及びメインバーナ３８Ａ～３８Ｆのうちいずれかに液体燃料のみを供給
し、その他には気体燃料のみを供給するようにしてもよい。
【００５０】
　なお、以上においては、ガスタービン発電設備がガス田近傍に設けられ、ガス田で採掘
される天然ガス（気体燃料）と、天然ガスの採取や精製過程で得られる液体燃料を用いた
場合を例にとって説明したが、これに限られない。すなわち例えば、ガスタービン発電設
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備が油田近傍に設けられ、油田で採掘される液体燃料（例えば石油やその精製過程で得ら
れる残渣油など）と、採掘時に得られる随伴ガス等の気体燃料を用いてもよい。この場合
には、中小規模油田及び老朽油田における液体燃料及び随伴ガス等の気体燃料を有効利用
することができる。
【００５１】
　また、ガス田または油田の採掘量が少なく、例えば１万ｋＷ級の小型ガスタービンとす
る場合には、ガスタービン等をパッケージ構造とし、トレーラ等の移送手段で容易に移送
できるような構成としてもよい。この場合には、設備コストの低減を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００５２】
【図１】本発明のガスタービン発電設備の第１の実施形態の全体構成を表す概略図である
。
【図２】本発明のガスタービン発電設備の第１の実施形態を構成する燃焼器の要部構造を
表す側断面図である。
【図３】本発明のガスタービン発電設備の第１の実施形態を構成する燃焼器のバーナの詳
細構造を表す側断面図である。
【図４】図３中断面IV－IVによる断面図である。
【図５】図３中断面Ｖ－Ｖによる断面図である。
【図６】本発明のガスタービン発電設備の第２の実施形態の全体構成を表す概略図である
。
【図７】本発明のガスタービン発電設備の第２の実施形態を構成するガスタービンの定格
負荷運転における気体燃料及び液体燃料の供給比率と供給熱量との関係を表す特性図であ
る。
【図８】本発明のガスタービン発電設備の第２の実施形態を構成する燃料供給制御装置に
よるガスタービン負荷に対する気体燃料及び液体燃料の供給熱量の一例を表す特性図であ
る。
【図９】本発明のガスタービン発電設備の第２の実施形態を構成する燃料供給制御装置に
よる気体燃料及び液体燃料の供給熱量の経時変化を表す特性図である。
【図１０】本発明のガスタービン発電設備の一変形例を構成する燃焼器の要部構造を表す
側断面図である。
【図１１】図１０中断面XI－XIによる断面図である。
【符号の説明】
【００５３】
１　　ガス田
３　　気体燃料処理装置
４　　燃焼器
５　　気体燃料供給装置
６　　液体燃料処理装置
７　　液体燃料貯蔵装置
８　　液体燃料供給装置
９　　ガスタービン
１　　発電機
１１　消費地
１２　送電システム（送電手段）
１３　圧縮機
１４　タービン
２３　液体燃料ノズル
２４　混合室
２５　混合室壁
２６，２７，２８　空気導入孔
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２９　　気体燃料ノズル
３１　　気体燃料生成量検出器
３２　　液体燃料生成量検出器
３３　　排気ガス温度検出器
３４　　発電出力検出器
３５　　燃料供給制御装置（燃料供給制御手段）
３６　　燃焼器
３７　　パイロットバーナ
３８Ａ～３８Ｆメインバーナ
４０　　第１液体燃料供給装置
４１　　第１気体燃料供給装置
４２　　第２液体燃料供給装置
４３　　第２気体燃料供給装置
Ｌ１，Ｌ２，Ｌ３　空気導入孔の軸心線

【図１】 【図２】
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